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1920 年代ま での台湾は農業一辺倒の植民地だ っ たの に . 1940 年代に は工業生産高が農業生産高
を上回るまでになった1)。しかしながらこの時期の台湾工業についての研究は. /余照彦『日本
帝国主義下の台湾Jl (東京大学出版会. 1975 年) を例外と し て之 し い 2 ) 。 工業の み な ら ず産業


























れる。筆者が入手した限りにおいても， 1990年に国民党党史委員会が出 し た 『光復台湾之箸画
与受降接収J，同年に国史館が出した『政府接収台湾史料最編J (上・下)， 1993年 に国史館が





1940年代前半の分析に使用で き る台湾経済につ いての資料は近年大幅に増加 し ， 今後 も増加 し
続けているのである O





















































らに打撃を与えるほどまでに台湾の農業発展が達成されたことも否定できな~ '0 しか しなが ら，
対日農産物移出の難化や新興財闘の植民地進出を背景に，食品工業以外の各種工業についても







台湾工業化が実際に進展し始めるのは， 1937年の 日 中戦争開始が き っ かけであ ろ う 。 こ の頃
から，工業化についての方針が整理され，おおむね，
(1)南進基地としての役割を期待した，軍需関連工場の進出計画。
(2) 島外の資源利用を想定 し た工場の進出計画。
































































之箸画与受降接収』の場合，接収機関別は 294 - 387頁，処分別は 425 - 465頁にある。処分の結
果，中華民国中央政府の資源委員会に管理下に置かれることになった主要産業の工場ならば，




復台湾之箸画与受降接収j 294-298頁に記さ れて い る ， 1946年11月 時点で台湾省日産処理委員
会がまとめた「台湾省各機関接収日産企業統計表」が利用できるOこれによると，実際に接収













省各機関接収日産企業調査表J cr光復台湾之箸画与受降接収J 298-387頁) に記載されてし喝。
企業名・所在地・処理状況しかわからないものの，ともかく台湾で接収された全ての企業がこ
れでわかる。具体的な企業名については再編後の状況の説明で後述するとして，この表は台湾















113企業， 台南市分会接収が43企業 と な っ てい る 。 こ れ ら は， 支店 ・ 商店や小規模な工場が多
~'o 個人商店 (企業の名称と し て 日本人の名前そ の も のが挙げ られてい る も の も少な く な い)
や開業医の医院を接収したのも接収委員会の分会である。
次に植民地時代の工業への投資額を見てみよう。工業以外の企業を含めた企業資産の総額は，
1947年6 月末時点， すな わ ち台湾省日産処理委員会の業務終了時の報告 と し て 「台湾省接収 日
産統計表J cr光復台湾之箸画与受降接収J 417頁) に記載さ れて い る o 1945年後半の接収時点










2) ・ (表3) と し て掲げた。 なお ， (表1)で接収企業数が上記の987企業から半減しているのは，
台湾人の縁故者へ接収企業を売却したり譲渡したためと説明されいるO当該企業の縁故台湾人
は，まず接収時点での台湾人株主であり，次いで接収後の経営を暫時まかされていた台湾人で
あり，そしてその他の経営能力を持つ人材や技術者とされている o I台湾省 日 産標管委員会筈




企業形態| 企業名称 接収企業数 原資本額(1000円)
国営 [石油公司 12 45 , 685
アルミ公司 3 47 ,451
銅鉱公司(鉱山炭砿) 3 54 , 311
国省合営 |肥料公司 4 9, 750
ソー ダ製造公司 4 37 , 944
機械造船公司 3 14 , 098
紙業公司 7 36 , 140
糖業公司 13 289 ,640
セメント公司 10 37 ,942
省営 (工鉱公司 121 103 ,775
農林公司 56 95 , 128
台湾医療物品公司 18 10 , 549
専売局 31
国省合営 電力公司 96 , 750
省営 台湾銀行 3 37 ,750
台湾省航業公司(船舶) 8 15 , 000
その他 86 47 ,858






分 野 接収企業数 原資本額(l000円)
採炭 15 20 , 780
繊維 7 75 , 393
窯業 3 4 , 035
ガラス魔法瓶 4 3, 665
セッケン 3 1, 170
ペンキ 3 1, 750
鉄鋼(製鉄鋳鉄) 6 4, 250
缶製造 2, 175
釘鉄線 3 1, 475
機械(含農具製造) 8 18 , 415








































を擁している O一方，石油・アルミ・ソーダなど， 1930 年代以前に は台湾に存在 し なか っ た工
業の原資本額から， 1930 年代以降に こ れ ら工場に対 し多大な投資が行われてい る こ と もわかる。











1945年8 月 時点の台湾で は， ま と も な生産活動は行われて いなか っ た。 第I 節で記 した よ う に，
アメリカ軍の空襲により主立った工場は破壊され，航路の遮断により島外からの原料・部品の
搬入や製品の搬出も行われなかったからであるOもし 1945年 8月時点の実際の生産力で見るな















































80000両， 白銀30万両， 銅6000 ト ン の製煉設備は機械が 日本軍に よ っ て撤去 さ れてお り ， こ の
時点で復活の目処はたっていない。
製糖は，台湾糖業公司の経営で， (旧)日糖興業， (旧)台湾製糖， (旧)明治製糖， (旧)塩
水港製糖の各工場を復旧使用している。生産能力は1948 - 49年期には600 . 000トンに回復した
が，まだ1938 - 39年期の 1， 400， 000トンには及ばない。なお市場は当初中国大陸を予定したが，
失陥のため日本やイギリスポンド圏へ輸出している。
電力は，台湾電力公司の経営で， (旧)台湾電力時代は34の発電所で32 1 . 385キロワットの装
置があったが，この時点では258 . 755キロワット分の発電装置を修復した。しかし水力発電用




紙は，台湾紙業公司の経営で， (旧)台湾興業， (旧)台湾パルフ。工業， (旧)東亜製紙工業，
(旧)台湾製紙によって，紙パルプにして年40 . 000トン生産していた。しかし，米軍の爆撃で
1945年時点での年生産能力は4，000 ト ン ま で落ち込んでい た 。 こ の時点で33，600 ト ン ま で生産
能力は回復したが，森林資源をノ...;:)レプにするには植民地時代同様，経済面で条件が合わなかっ
たし，サトウキビの搾り津も植民地時代ほど潤沢な供給を受けることができないようで，原料
供給に限界がある。そのため，洋紙10 .400トン，紙パlレフ。3 . 200トン，紙袋825トンなどの生産
に留まり，島内需要にも応じきれていない。
セメントは，台湾セメント公司の経営で， (旧)台湾セメント， (旧)台湾化成， (旧)南方
セメントの工場を引き継いでいる。うち浅野は年産230 . 000トンの記録を達成していたが，他
は試験生産に留まり本格生産を迎えることができずに接収を迎えた。これら工場は老朽化(日
本の老朽設備の移転も原因)と戦時中の整備不良が酷かったが， 1949年8 月 時点で月 産35，000
トンに回復した。 1950年は年産400 . 000トンを見込み，輸出も可能になった 22)。
肥料は，台湾肥料公司の経営で， (旧)台湾肥料， (旧)台湾電化， (旧)台湾有機合成の工
場を引き継いでいるO爆撃被害は酷かったものの， 1948年で シ ア ン化カ ル シ ウ ム10 ，030 ト ン ，
過リン酸カルシウムを28， 299トン生産し，植民地時代の最大生産量を超過した。 1949年は45， 840
トンを生産し，この 1950年は60 . 000トン生産の予定である 6 1951年に は植民地時代に建設途中
だった第五工場(有機合成)の完成によって，さらに36 . 000トンの増産が見込めるO基本的に
内需用である O
ソーダは，台湾ソーダ公司の経営で， (旧)鐘淵， (旧)旭電化， (旧)南日本化学の工場を







台湾造船公司になり， 25 ，000 ト ン ， 15 ，000 ト ン ， 3000 ト ン の乾 ド ッ ク を備えてい るO 大陸を失っ
たため台湾のドックに入る船が増加し，繁忙中である。
E 台湾工業化の夢 と現実








参照に過ぎないと言え， 1950年8 月 の主要公営企業にお け る 日本植民地時代の工場設備の状
況を見てゆくと，台湾工業化についての先行研究から来る印象とは，若干のズレがあることを
禁じ得ない。これら研究は， Iは じ め に」 であ げた 「台湾経済年報」 やそ れ を 引 き 継 ぐ視角 を
持っている大蔵省の『日本人の海外活動に関する歴史的調査J (大蔵省管理局編， 1957年2 月 )



















はこの高雄製鉄の設備とは全く別に鉄鋼公司が製鉄所を建設し， 1950年8 月 時点ですでに操業
を開始している。つまり植民地時代の製鉄計画は，何らかの役割を果たすレベルへ到達できな






























に割高な肥料の使用を農民に強制し得たことは， 1950 ・60年代の国民政府の財源と し て重要な
意味を持っていただろう。第E節の最後で検討したように， 1950年代初頭の こ れ ら公営企業の
工場の大半は日本植民地時代の設備，それも多くは1930年代末に持ち込まれた設備で操業して
















出版会， 1992年2 月 ) が21頁で， 1939年に台湾の工業生産高が5 億7070万円にな っ て， 農業生産高の
5 億5180万円を凌駕 し た こ と と ， そ の後 も1945年ま で農業生産高に対す る工業生産高の優位が続い た
ことを指摘している。
2) 全 く な いわ けではな し 、 。 例えば， 亀谷隆行 「 日本統治期におけ る台湾の造船工業J cr拓殖大学論集』
第119号， 1978年11月 ， 155-170頁) は， 後述の 『台湾統治概要」 の表を引用す る こ と で1944年末の
台湾造船の概況について簡単に触れている。






4) r台湾省五一年来統計提要J C台湾省行政長官公署編， 1946 年1 月 ) は， 日本統治時期の1207 種の統
計を 1冊にまとめた，統治時代の統計数字を見るのに重宝なハンドブックである。工業関連の統計は
763-828 頁の 「第十一類 工業」 において， 表264 r歴年各業工廠及員工数J -表 298 r台湾電力公
司各廠発電能力」に主に記載されている。
「台湾統治概要 J C台湾総督府編， 1945 年， 発行月 は不明だが9 月以降) は， 総督府が統治終了直
後に出した， 50 年間の台湾植民地統治の最終報告書であ る 。 使用言語は 日本語で， 統治を肯定的に記
載している。工業については， 368-378 頁の 「第十一編第四章 工業」 な どに記載があ り ， 194 年10
月以降激化した空襲による被害や疎開についても一部触れている。
『台湾年鑑 J (台湾新生報編， 1947 年6 月 ) は， 1946 年時点での台湾の実態を ま と めた も のであ る 。










5) こ れ以外に も接収記録の中で工場関連の資料は存在す る 。 例えば， 国史館編 『台湾土地資料量編
一光復初期土地之接収与処理(ー)一 J (同館， 1993年11月 ) に は， 日本人が所有 してい た土地の
接収関連の資料が多数収録しており， 108-110頁は基隆市の (旧) 台湾船渠株式会社が保有 し てい た
土地の登記問題を載せている。
6) こ の手の接収記録を (近年の資料公開が始ま る以前か ら ) 利用 し た研究は例えば， 劉進慶 「戦後台















9) 前掲 「台湾経済年報』 昭和十八年版， 40-41頁。




11) 台湾施政四十周年記念博覧会にあわせ， 1935 年10 月19 日か ら5 日間， 台北で中川総督の主催に よ り
開催された台湾産業の今後の方向性検討についての会議。この調査会とともに， I南支南洋」 の工業 ・
交通・陸運・邦人企業ほかについての調査報告が出された。
12) 例えば， 台湾島内に供給工場のなか っ た製紙のため， バガス (サ ト ウ キ ビの搾 り 津) を原料に使 っ
た製紙工場が，紙業工場や製糖工場の系列で幾っか建設された。これは木材ノ ~Jレフ。の製紙よりは製造
コストや品質とも劣るものの，戦時中の紙不足のなかで有効に活用されたと思われる。
13) 例えば， 前掲 『台湾経済年報』 昭和十八年版 (執筆は1942 年) では， 台湾が 日本の南進の後方基地
として描かれているのに，昭和十九年版(執筆は 1943年)になると，後方基地の強調は薄れ，台湾自
体の自給自足体制の確立が強調されている。
14) 製糖業は， 台湾北部の製糖工場を休止 し ， そ の機械を台湾南部や イ ン ド ネ シ ア な どへ転用する動き
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があった(前掲「台湾経済年報』昭和十八年度版， 19-20頁) 。 米穀精米業につ いて は， 米穀統制で
特定工場で集中して精米することになった結果，多数の余剰機械が出たが，その機械の一部を海南島
やフィリピンへ移す動きがあった(同， 52頁) 。 こ れ ら の動 き に よ っ て具体的に どの程度の機械が台
湾外へ運ばれたかはよくわからないが，時期的にみて限られた分量と思われる。








17) 公営企業に は以下の企業が含ま れ る 。 国営=資源委員会の経営， 国省合営=資源委員会の経営で台
湾省も出資し経営に関係するもの，党営=国民党営。
18) 日本海軍の第六燃料廠の原資本額が計上で き な い原因は， 前掲 『資源委員会柏案史料量編 光復
初期台湾経済建設(上) - J142頁に よ る と ， 接収前に資料が全て破却さ れたためであ る 。 他の企業
も恐らく同様に破却されたり，空襲で資料が全焼したりの事情があったものと推測できる。
19) な お ， 4500万円の う ち ， 約半分の2370万円が (旧) 帝国石油の油田採掘分， 2000万円が (旧) 台拓
化学工業分である。
20) r資源委員会柏案史料嚢編 一一 光復初期台湾経済建設 (上) - J の 「中国石油公司高雄煉油廠接収




21) rキ ロ リ ッ ト ル単位」 であ るが， 植民地時代と戦後の各種油の製造量が， r資源委員会柏案史料量編
光復初期台湾経済建設(上) - J の 「資源委員会在台生産事業歴年重要産品産量統計表J 345
347 頁に記載さ れてい る 。 整理する と以下の通 り であ る 。 は記載な し 。
年度 植民地 植民地 1946 1947 1948 1949 1950最高 末期 予定
ガ、ソリン 29,827 2,483 2,810 16,176 82,705 59,430 51,500
灯 油 2,258 312 736 8,220 43,124 39,920 27,200
軽 油 583 434 525 2,385 12,404 30,184 23,850
燃料油 42,912 120,935 124,600 61,900
1950年度予定が減産にな っ てい る の は， 本文にあ る通 り ， 大陸市場を失 っ たためであ ろ う 。
22) こ れ も 「資源委員会在台生産事業歴年重要産品産量統計表」 での生産量の数字は以下の通り であ る。
単位はトン。
年度 植民地 植民地 1946 1947 1948 1949 1950最高 末期 予定
力会ソリン 303,438 78,620 97,269 192,600 235,551 291,169 400,000
23) 張宗漢 『光復前台湾之工業化J (聯経， 1980年) 。 な お執筆は1950年代であ る 。
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24) 試 し に， 今 日 で も著名な ブ ラ ン ド企業の工場でかつ本論で未だ名前が出ていな いのを列挙する と ，
鐘沸l工業 (カ ネ ボ ウ ) ， 日本ペイ ン ト ， 日立製作所， 松下， 花王， 東京芝浦電気 (東芝) な どがあ る 。
25) 花王や武田薬品工業な どの社史で， 台湾につ いての比較的詳細な記述を確認 してい る 。
26) 呉若予 『戦後台湾公営事業之政経分析J (業強出版社， 1992年12月 ) 。 こ の本で も ， 本論同様に， 公
営企業がどの日本企業を接収してから成立したものか表化している (34 - 39頁)。
(本論文は文部省科学研究費補助金による研究成果の一部である。)
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